
称）北校、（仮称）南部コラボセンター建設工事に伴う家屋事後調査委託（西

工区）

担 当 部 (局) 課 (室)

財務部 施設課

契 約 業 者 名 （株）公共補償設計  大阪営業所 履行期間
契約締結日 から

契約方法
随意契約６号該当

種別 家屋調査
令和  5 年  9 月 29 日 まで 採用

契 約 金 額     8,030,000 契 約 業 者 大阪府大阪市福島区福島７－６－１７
電 送

令和  5 年  4 月  6 日  午後 1 時 00 分

(内消費税額)     730,000 所  在  地

予定価格(税込) 非公表 最低制限価格（税込） 設定なし 落 札 金 額     8,030,000
見 積 合 せ

令和  5 年  4 月 14 日  午後 2 時 00 分

予定価格(税抜) 非公表 最低制限価格（税抜） 設定なし 落札金額は、入札金額に消費税を加算したもの。 第１入札室

合 算 又 は 按 分 状 況 № 業 者 名 及 び 入 札 経 過 第１回 第２回 第３回 第４回 落札比率(円) (円) (円) (円)

工　　 事　　 概　　 要

備　　　　　　　　　 考

豊中市庄内幸町４丁目１１番２１号外２

８カ所

豊中市庄内幸町４丁目１１番２１号外２８カ所の家屋事後調査を行
うもの。

9674-1 採用
1

（株）公共補償設計  大阪営業所     7,300,000

入札結果・契約情報 　　　　　　　　　　　件　　　　　名 場　　　　　所

（仮



 

随 意 契 約 理 由 書 
 

件 名 
（仮称）北校、（仮称）南部コラボセンター建設工事に伴う家屋事後

調査委託（西工区） 

契 約 の 相 手 方 （株）公共補償設計大阪営業所 

根 拠 法 令 地方自治法施行令第１６７条の２第１項第６号 

随 意 契 約 理 由 

本業務は、令和５年３月に竣工の（仮称）豊中市立北校建設工事、

（仮称）豊中市南部コラボセンター建設工事により、近隣の家屋に工

事による影響の有無を確認するため、家屋事後調査を行うものです。 

 

本調査は、工事前に調査区域内にある家屋の亀裂の状態や傾斜の程

度を写真撮影やスケッチで調査したものと工事後の調査との比較か

ら損傷部分の変化を調べるものであり、前後の業務が密接な関係、か

つ、前業務内容が本業務委託に重大な影響を及ぼすと認められます。

また、期間の短縮及び経費の削減が確保できることから、事前調査と

同一の調査会社である(株)公共補償設計大阪営業所と上記根拠法令

に基づき随意契約するものです。 

備 考  

 



称）北校、（仮称）南部コラボセンター建設工事に伴う家屋事後調査委託（東

工区）

担 当 部 (局) 課 (室)

財務部 施設課

契 約 業 者 名 （株）ＫＥＩＳＩＮ 履行期間
契約締結日 から

契約方法
随意契約６号該当

種別 家屋調査
令和  5 年  9 月 29 日 まで 採用

契 約 金 額     8,030,000 契 約 業 者 大阪府堺市堺区出島町３－８－２２
電 送

令和  5 年  4 月  6 日  午後 1 時 00 分

(内消費税額)     730,000 所  在  地

予定価格(税込) 非公表 最低制限価格（税込） 設定なし 落 札 金 額     8,030,000
見 積 合 せ

令和  5 年  4 月 14 日  午後 2 時 30 分

予定価格(税抜) 非公表 最低制限価格（税抜） 設定なし 落札金額は、入札金額に消費税を加算したもの。 第１入札室

合 算 又 は 按 分 状 況 № 業 者 名 及 び 入 札 経 過 第１回 第２回 第３回 第４回 落札比率(円) (円) (円) (円)

工　　 事　　 概　　 要

備　　　　　　　　　 考

豊中市庄内幸町４丁目２番２８号外２９

カ所

豊中市庄内幸町４丁目２番２８号外２９カ所を行うもの。

9408-0 採用
1

（株）ＫＥＩＳＩＮ     7,300,000

入札結果・契約情報 　　　　　　　　　　　件　　　　　名 場　　　　　所

（仮



 

随 意 契 約 理 由 書 
 

件 名 
（仮称）北校、（仮称）南部コラボセンター建設工事に伴う家屋事後

調査委託（東工区） 

契 約 の 相 手 方 （株）ＫＥＩＳＩＮ 

根 拠 法 令 地方自治法施行令第１６７条の２第１項第６号 

随 意 契 約 理 由 

本業務は、令和５年３月に竣工の（仮称）豊中市立北校建設工事、

（仮称）豊中市南部コラボセンター建設工事により、近隣の家屋に工

事による影響の有無を確認するため、家屋事後調査を行うものです。 

 

本調査は、工事前に調査区域内にある家屋の亀裂の状態や傾斜の程

度を写真撮影やスケッチで調査したものと工事後の調査との比較か

ら損傷部分の変化を調べるものであり、前後の業務が密接な関係、か

つ、前業務内容が本業務委託に重大な影響を及ぼすと認められます。

また、期間の短縮及び経費の削減が確保できることから、事前調査と

同一の調査会社である(株)ＫＥＩＳＩＮと上記根拠法令に基づき随

意契約するものです。 

備 考  

 


